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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 （案） 

 

１． 会計基準 

公益財団法人の四半期決算に関する一般に公正妥当と認められた会計基準はないため、年度決

算に関する一般に公正妥当と認められた公益法人会計の基準に準拠して作成している。 

 

２． 重要な会計方針 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっている。 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品        取得価額により算出している。但し、時価が取得価額より下落した場 

合には、時価をもって貸借対照表価額とする。 

 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

 

無形固定資産 定額法によっている。 

 

リース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期 

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

（４） 引当金の計上基準 

 

貸倒引当金   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

 

賞与引当金 職員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当第２四半

期に帰属する負担額を計上している。 

 

退職給付引当金 職員の退職給付に備えるため、当第２四半期会計期間末の退職給付

債務の見込額に基づき計上している。 

 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当第２四半期

会計期間末要支給額を計上している。 

 

（５） 消費税等の会計処理 

 

消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

四半期末における消費税等の計算については資金管理料金特別会計、再資源化預託金等特

別会計及び承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計を独立の納税主体とみなして計算

している。 
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３． 特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

（注）当期増加額には、部署間異動に伴い会計間で資金移動した金額（1,775,950 円）が含まれている。 

当期減少額には、部署間異動に伴い会計間で資金移動した金額（3,284,500 円）が含まれている。 

 

４． 特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

  

資金管理料金特別会計 （単位：円）

科　　目
前会計年度末残高
（平成24年度末）

当期増加額 当期減少額
当第2四半期

会計期間末残高
（平成25年9月末）

特定資産
退職給付引当資産 27,948,061 7,259,007 6,561,620 28,645,448

小　　　計 27,948,061 7,259,007 6,561,620 28,645,448
合　　　計 27,948,061 7,259,007 6,561,620 28,645,448

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目
前会計年度末残高
（平成24年度末）

当期増加額 当期減少額
当第2四半期

会計期間末残高
（平成25年9月末）

特定資産
再資源化預託金等特定資産 873,326,362,015 35,129,501,923 26,583,095,769 881,872,768,169

小　　　計 873,326,362,015 35,129,501,923 26,583,095,769 881,872,768,169
合　　　計 873,326,362,015 35,129,501,923 26,583,095,769 881,872,768,169

承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目
前会計年度末残高
（平成24年度末）

当期増加額 当期減少額
当第2四半期

会計期間末残高
（平成25年9月末）

特定資産
承認・認可済特定再資源化
預託金等特定資産 -                     329,914,764 329,914,764 -                     

小　　　計 -                     329,914,764 329,914,764 -                     
合　　　計 -                     329,914,764 329,914,764 -                     

資金管理料金特別会計 （単位：円）

特定資産
退職給付引当資産 28,645,448 (-) (-) (28,645,448)

小　　　計 28,645,448 (-) (-) (28,645,448)
合　　　計 28,645,448 (-) (-) (28,645,448)

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

特定資産
再資源化預託金等特定資産 881,872,768,169 (-) (-) (881,872,768,169)

小　　　計 881,872,768,169 (-) (-) (881,872,768,169)
合　　　計 881,872,768,169 (-) (-) (881,872,768,169)

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

科　　目
当第2四半期

会計期間末残高

科　　目
当第2四半期

会計期間末残高
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５． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当第２四半期会計期間末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当第２四半期会計期間末残高は、次のとおりである。 

 

６． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 

 

（注）当財団にて購入・運用している国債等の債券は、満期時に債券額面による償還を受けることを予

定していることから、満期保有目的の債券としての会計処理である償却原価法（定額法）により評価し

ている。 

上記表に記載した「評価損益」は、期末時点の償却原価法に基づく帳簿価額と時価との差額であり、満

期時に債券額面による償還を受ける場合に見込まれる損益を示すものではない。 

 

  

資金管理料金特別会計（有価証券） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益
国債
　利付国庫債券（20年）第25回 3,035,774,153 3,035,726,000 △ 48,153

合     計 (1銘柄) 3,035,774,153 3,035,726,000 △ 48,153

再資源化預託金等特別会計（再資源化預託金等特定資産） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益
国債
　利付国庫債券（10年）第284回 22,557,560,618 23,684,265,000 1,126,704,382
　利付国庫債券（10年）第330回 21,587,672,033 21,579,008,000 △ 8,664,033
　利付国庫債券（10年）第319回 21,478,809,657 22,211,982,400 733,172,743
　その他の国債(62銘柄) 616,210,012,974 637,762,237,940 21,552,224,966

小     計 (65銘柄） 681,834,055,282 705,237,493,340 23,403,438,058
地方債
　福岡県平成22年度第1回 1,507,352,188 1,578,750,000 71,397,812
　栃木県平成22年度第1回 1,500,554,356 1,558,350,000 57,795,644
　その他の地方債(144銘柄） 41,159,274,755 42,625,395,545 1,466,120,790

小     計 (146銘柄) 44,167,181,299 45,762,495,545 1,595,314,246
政府保証債
  日本高速道路保有・債務返済機構第173回 1,891,527,057 1,914,361,500 22,834,443
  地方公共団体金融機構第11回 1,875,705,323 1,982,709,400 107,004,077
　その他の政府保証債(144銘柄） 65,029,153,576 67,167,406,100 2,138,252,524

小     計 (146銘柄) 68,796,385,956 71,064,477,000 2,268,091,044
その他の有価証券(181銘柄） 80,354,687,862 83,127,045,000 2,772,357,138

合     計 (538銘柄) 875,152,310,399 905,191,510,885 30,039,200,486

資金管理料金特別会計 （単位：円）

リース資産 2,105,849 1,754,880 350,969

科　　目 取得価額 減価償却累計額
当第2四半期

会計期間末残高
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７． 退職給付関係    

（１） 採用している退職給付制度の概要 

 

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

 

（２） 退職給付債務及びその内訳 

 

 

（３） 退職給付費用に関する事項 

 

 

（４） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

退職一時金制度に基づく当第２四半期会計期間末自己都合要支給額を退職給付債務としている。 

 

８． 特定再資源化預託金等の額 

固定負債の勘定科目である再資源化等預託金、情報管理預託金及び未払再資源化預託金等利息の

残高に含まれる特定再資源化預託金等の額は、次のとおりである。 

 

 

（単位：円）

①退職給付債務 23,483,690
②退職給付引当金 23,483,690

（単位：円）

①勤務費用 4,336,000
②退職給付費用 4,336,000

（単位：円）

再資源化等預託金 810,088,727,108 8,445,181,134
情報管理預託金 14,434,077,030 38,088,200
未払再資源化預託金等利息 63,384,543,967 747,155,507

固定負債合計 887,907,348,105 9,230,424,841

科　　目
当第2四半期

会計期間末残高
うち特定再資源化

預託金等の額


